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よると地上平均気温は，揺らぎながらも明白に上昇傾向を示し，1906 年–2005 年の 100 年
間で 0.74℃（誤差は±0.18°C）上昇したと報告されている．気候変動に関する政府間パネル










(SF6)の 6 つの物質が代表的である 2)．中でも二酸化炭素は，比率が高く温室効果ガスの 9
割を占めている 3)．図 1-2 は，大気中の二酸化炭素濃度の推移である．地球には，二酸化
炭素を吸収する力があるが，現在地球の吸収能力を超えて大気中に二酸化炭素を出し続け
ているため，大気中の二酸化炭素濃度は，どんどんと高まっている．現在の二酸化炭素濃





















IPCC AR4 より抜粋 
図 1-1 世界平均地上気温の上昇量と今後の予測 1) 
 
 
気象庁 気候変動レポート 2010 より抜粋 















少なくとも 1990 年レベルまで戻すことが第 1 段階の目標とされている 7)．これにより，地
球温暖化の防止は，人類共通の課題として位置付けられることになった．その後，1997 年
12 月に日本の京都で開催された第 3 回締約国会議(COP3)では，161 カ国が参加して討議が
行われ，「京都議定書」8)が採択された．この議定書では，先進国に対し二酸化炭素をはじ
めとする温室効果ガスの 2008～2012 年の平均排出量を先進国全体で 1990 年レベルよりも
5.2%以上削減することが決められている 9)．そして，この目標を達成するため先進国に対し
て，各国別に 2008～2012 年の期間の削減目標を，日本：-6%，米国：-7%，EU：-8%等に設
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調整する交通需要マネジメント(Transportation Demand Management :TDM)3)の発想が生まれ
た． 
TDM は，米国で 1970 年代から 1980 年代にエネルギーの節約，大気汚染の改善，ピーク
時混雑削減を目指して，1 人乗り自動車通勤に対する代替案を提供すべきという正当な要望




















































Travel Plan）と呼ばれている 22)．TFP の最も代表的な例が，豪州のパース都市圏の取り組み


















図 2-1 TDMの狙いと代表的手法 3) 
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動でも，2 型糖尿病(Hu FB35)，LaaksonenDE37))，冠動脈疾患(Manson JE37))のリスク減少に




















本研究は，地方都市のひとつであり，かつ，平成 5 年から平成 18 年まで糖尿病死亡率全
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本研究は，地方都市のひとつであり，かつ，平成 5 年から平成 18 年まで糖尿病死亡率全










面積，人口ともに大きな県ではなく，2012 年現在の人口は，780,423 人（人口密度で 188.20
人/km2）であり，人口密度は，国内で人口密度が最も高い東京都(6,024 人/km2)の約 1/30 で
ある．また，12 の市町村が，過疎地域に指定されている 5)． 
 
 



















の保有台数を，表 3-3～表 3-4 に，バス，および，鉄道の輸送状況を示す．自動車の保有
台数はすべての用途において年々増加している．特に自家用乗用車の増加が大きく，平成
21 年現在の保有台数は，昭和 40 年代の約 7 倍，1 世帯当たり 1.3 台の保有となっている 8)．
その一方で公共交通は，少子高齢化社会の進展，環境問題などの面から県民の生活交通の
確保として求められているが，いずれも利用者は年々減りつつあり，昭和 40 年代に比べて，
バスの利用者は 10 分の 1，鉄道利用者は 3 分の 1 となっている． 
 
表 3-2 徳島県の自動車保有台数       
 
資料 徳島県統計書 9) より 
 
表 3-3 徳島県のバス輸送状況 
 
資料 徳島県統計書 9) より 
年度 貨物 乗用 乗合用 特殊用途 二輪
昭和45 150,018 59,616 1,227 2,213 7,457
昭和50 234,924 130,336 1,398 4,282 5,787
昭和55 324,002 184,418 1,483 5,411 6,559
昭和60 387,547 197,924 1,519 5,928 11,319
平成元 449,695 220,854 1,651 7,374 12,939
平成5 510,722 282,313 1,728 8,512 14,071
平成10 576,799 361,482 1,805 11,245 15,975
平成15 604,588 407,229 1,715 11,913 17,102
平成20 607,789 425,338 1,712 11,007 18,399
平成21 607,814 427,834 1,703 10,866 18,570
年度 延実働車数（台) 走行キロ数(km) 輸送人員(人)
昭和45 180,302 24,598 61,587
昭和50 135,993 19,712 42,553
昭和55 166,767 18,723 29,148
昭和60 126,484 18,310 23,283
平成元 107,544 16,389 19,382
平成5 101,355 15,345 17,669
平成10 97,355 16,732 15,514
平成15 90,943 19,358 12,197
平成20 99,901 19,988 10,557





表 3-4 徳島県の鉄道輸送状況 
 










①平成 20 年 11 月 10 日～14 日 徳島市中心部の交通社会実験 
コミュニティサイクルステーションの設置と水上バス運行による，自転車利用促進可能
性調査．5 日間の社会実験による温室効果ガス削減量 1,814kg（▲14%） 
 
②平成 20 年 11 月 1 日～5 日 徳島市川内町の交通社会実験 
パークアンドライドステーションとシャトルバス運行によるモーダルシフト可能性調査








年度 普通（人) 定期（人) 計（人)
昭和45 8,129,874 18,327,830 26,457,704
昭和50 9,112,418 15,994,479 25,106,897
昭和55 7,426,664 13,468,151 20,894,815
昭和60 4,436,063 6,833,396 11,269,459
平成元 4,918,871 8,048,661 12,967,532
平成5 5,587,090 9,098,345 14,685,435
平成10 4,607,541 8,046,131 12,653,672
平成15 3,591,106 6,850,697 10,441,803
平成20 2,892,894 7,090,996 9,983,890
















































































アンケート実施日は，2010 年 11 月である．アンケート対象者は，徳島県内の特定郊外工業
団地内の 9 事業所に従事する従業者とした．9 事業所全体の従業者数は，約 3,000 名であり，




























































から 6.6km 離れている(図 3-4)．また，通勤通学時間帯の最寄駅への列車乗り入れ本数は，
1 時間に 3 本程度，さらに最寄り駅と対象地域を結ぶシャトルバス等もなく，通勤に十分な
公共交通整備がされていない．このような背景もあり，通勤時に約 9 割が自動車を利用し
ている．しかしながら，通勤距離別に自動車通勤者の割合を詳しく見ると（図 3-5），通勤


























29歳未満 30-39歳 40-４9歳 50歳以上 計
男性 9 15 16 14 54
女性 12 15 27 30 84
男性  33,060  41,397  41,776  93,003 209,236
女性 29,652 31,819 35,518 67,600 164,589
男性 0.03% 0.04% 0.04% 0.02% 0.03%





















































































歩通勤への転換意思を調査した．奨励金の金額は，片道 200 円，片道 500 円，片道 1,000 円
以上，何円でも控えないを選択肢とした．アンケート回答者 138 名のうち，現在自動車通
勤している 128 名に対して調査した手当額に対する自動車通勤の抑制意思から導入効果を





られる．また，奨励金の額が少ないほど，2km 未満の通勤者に対し 2～4km で交通手段転換
意思表示者率が大きく低下することもわかる．これより，二酸化炭素排出量 1t 当たりの単
位削減費用 Cprm を推定した結果を表 3-8に示す．ここで単位削減費用 Cprmは，奨励金とし
て支払いが想定される費用 Pprm，転換意思表明者の通勤距離 Dprm，ならびに，対象地域で事
前に調査した自家用車平均燃費 Uf13)から 式(3-1)とする．転換意思表明者の比率は，図 3-6
より通勤距離に大きく関与しているため，通勤距離を変数に用いている．今回設定した奨
励金の中で，単位削減費用が最も少ないものは，表 3-8 より片道 200 円であり，奨励金の
額が上がると参加人数は増えるが，単位削減費用としては，費用が増加することがわかる．
そこで以降の分析は，片道 200 円の奨励金を仮定する．本地で奨励金政策を想定した場合，
最も単位削減効果が良いものを想定しても，二酸化炭素を 1t 削減するに当たり 213 千円の
費用が必要となる．この結果を排出量取引のひとつである，国内クレジット相場(約 2,500
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図 3-6 奨励金導入による交通手段転換意思表示者率 
 
 

























































































図 3-7 環境と自動車利用に対する被験者意識 
 
 





























































































































NO 項目 内容 数値
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a 消費エネルギー提供 0.33 0.27 0.05 0.47 0.23 0.25 0.37 0.29 0.08
b 健康アドバイス提供 0.29 0.27 0.02 0.43 0.20 0.24 0.33 0.27 0.06
c 定期検診連携 0.37 0.19 0.15 0.43 0.28 0.16 0.35 0.33 0.02
d 体力診断連携 0.29 0.19 0.09 0.39 0.20 0.20 0.30 0.18 0.19
e 摂取エネルギー連携 0.37 0.26 0.09 0.41 0.33 0.08 0.47 0.30 0.16
f 食事分析 0.24 0.11 0.09 0.29 0.20 0.09 0.35 0.18 0.19


















男 女 29歳未満 30歳代 40歳代 50歳代以上
a 消費エネルギー提供 0.28 0.36 -0.08 0.33 0.43 0.28 0.27 -0.07 -0.18
b 健康アドバイス提供 0.26 0.33 -0.07 0.19 0.43 0.21 0.32 0.09 -0.11
c 定期検診連携 0.28 0.35 -0.12 0.29 0.43 0.31 0.32 -0.01 -0.13
d 体力診断連携 0.16 0.17 -0.13 0.38 0.25 0.21 0.29 0.00 -0.12
e 摂取エネルギー連携 0.27 0.48 -0.21 0.38 0.43 0.28 0.37 -0.02 -0.16
f 食事分析 0.19 0.31 -0.15 0.33 0.18 0.26 0.20 -0.03 -0.12


























































































































































d 0.59 0.54 0.53
e 0.49 0.34 0.39 0.57
f 0.41 0.41 0.39 0.51 0.73
















































の通勤手段は，自動車が 92%，自転車が 5%，それ以外の交通手段は全て 1%未満であるこ
とから，ここでは，自動車通勤者はすべて自転車に転換すると仮定して推計する．健康に



























グループ 自動車利用抑制意欲 自動車利用抑制困難感 人数
A 意欲なし(0) 困難感あり(0) 69
B 意欲なし(0) 困難感なし(1) 11
C 意欲あり(1) 困難感あり(0) 35








る．このとき想定される年間導入費用 Cb は，片道当たりの奨励金 Pprm，政策参加者数 Np，
稼働日数 NDay を用いて式(3-4)で求められる．なお，拡大係数 Ms は，表 3-7 の調査サンプ
ル数と徳島県労働者人口の比率から求めたものである． 
 
Daypprmb NNPC ⋅⋅= 2                  (3-4) 





p MONN              (3-5) 
ただし, 
Pprm: 奨励金 (片道 200 円)     
Np: 政策参加者数 
NDay: 稼働日数 (264 日）    
Ms: 男女別拡大係数 













                  
(3-6) 
ただし, 





















icc EEF +=                  (3-7) 
ここで, 
CRNDE daycc ⋅⋅=                    (3-8) 
hMOND
s,h
shshsc ⋅⋅⋅= ∑                (3-9) 
 
































( ) cbacwwmanacmmanaciac RRNRNPE ⋅⋅+⋅⋅= 4040         (3-11) 
 








shshswman MONN 4040             (3-14) 
ただし, 
Ec: 自動車通勤費増減            



























政策参加者の経済効果 Fp は，自家用車走行距離が減少することによる走行費削減 Erun，
自動車事故の削減 Ea，参加者が健康になることによる医療費削減 Emed,，および，通勤時間
の増加に伴う時間損失 Etである．走行費削減 Erunは，走行経費 Mc20)，政策参加者の総通勤
距離 Dc(式(3-9)),および，自動車通勤費の増減 Ec(式(3-8))を用いて式(3-16)で求められる．交
通事故減少効果 Eaは，交通事故による年間損失予想額 Lta22)と，政策参加者数 Np(式(3-5))か
ら，式(3-17)で定義する．ただし，交通事故による年間損失予想額 Lta は，1 人当たりの予想
額であるため，走行距離の長短は加味しない．また，医療費効果 Emed は，生活習慣病の治
療に要する患者 1 人当たりの年間平均医療費 Pmed23)と，自動車通勤から自転車/徒歩通勤に
転換した際に想定される生活習慣病発症率の減少効果 Slrd から算定している．ここで，生活
習慣病の減少効果 Slrd は，通勤時の交通手段と生活習慣病発症率について調査した，疫学研









       
tmedarunp EEEEF −++=
             (3-15) 
ここで, 
 
ccdaycrun EMNDE −⋅⋅=                  (3-16) 
     ptaa
NLE ⋅=
                (3-17) 
( )lrdpncbpsmedmed SNRNPE ⋅+⋅⋅=          (3-18) 
( ) ( )mtwacwwmanmtmacmmanps RRNRRNN +⋅++⋅= 4040       (3-19) 











Erun:走行費削減効果       
Ea:交通事故減少効果 
Emed:医療費効果  





























交通混雑緩和効果 Ejam を計上する．二酸化炭素の削減効果 Eco2は，炭素税 Ptax20)相当として，
利益換算している．自家用車平均燃費 Uf は，徳島県内で調査した自家用車の平均燃費 13)で
37 
 
ある．また，交通混雑緩和効果 Ejamは，今回のアンケート調査と同一地区で平成 20 年度に
調査した通勤帰宅時の年間渋滞損失時間 Hloss13)と国土交通省が定める費用便益算定時の時
間単価 Pt21)を用いて経済価値に換算している．これらを用いて社会便益 Find は，式(3-22)で
算定できる． 









2 =              (3-23) 
ptlossjam NPHE ⋅⋅=                (3-24) 
ただし, 
























shshsc ⋅⋅⋅= ∑               (3-26)     
ただし, 
Eco2: CO2削減量    
Dc: 政策参加者総通勤距離 
Uco2:CO2原単位(2.3kg/l)    
Uf: 自家用車平均燃費(11km/l) 


















































と D が網掛けされている．また単位削減費用は，すべての政策においてグループ C が最も
安価である．これより，健康に着目した低炭素交通政策は，グループ C ないしグループ D，
つまり，自動車抑制意欲がある被験者に効果が高く，最も効果が低いグループに対して二
酸化炭素削減率で 2～3 倍，単位削減効費用は約 1/2 となる． 
 




導入費 導入企業(c ) 参加者 社会 小計(d)
t 奨励金 5,865t(3%) 11,806 1,246,723
467,375 2,350,323 61,077 2,878,775 1,632,052 ▲ 779,348 213
a 消費エネルギー提供
49,632t
(24%) 53,825 328,948 3,739,690 11,518,140 298,298
15,556,128 15,227,180 3,410,742 7
b 健康アドバイス提供
49,636t
(24%) 49,407 237,153 3,722,924 10,748,955 272,036
14,743,915 14,506,762 3,485,771 5
c 定期健診連携
58,739t
(29%) 57,210 8,238,232 4,397,417 12,515,429 315,828
17,228,674 8,990,442 ▲ 3,840,815 140
d 体力診断連携
45,756t
(22%) 46,051 221,044 3,427,751 9,945,372 253,225
13,626,348 13,405,304 3,206,707 5
e 摂取エネルギー提供
65,418t
(32%) 60,464 725,573 4,879,025 13,426,845 335,980
18,641,850 17,916,277 4,153,452 11
f 食事分析
38,003t
(19%) 1,887,614 1,877,614 2,848,106 8,374,060 214,531
11,436,697 9,559,083 970,492 49
g 食事アドバイス
34,743t
(17%) 1,716,529 1,716,529 2,597,380 7,616,574 196,126













































































































表 3-20 自動車利用意識別に見た導入企業単体差引 
 
 


















グループA グループB グループC グループD
a 消費エネルギー提供 4.8 3.8 16.1 12.7
b 健康アドバイス提供 6.1 － 15.0 10.5
c 定期健診連携 ▲ 10.0 ▲ 8.9 ▲ 13.8 ▲ 14.4
d 体力診断連携 4.0 7.5 14.3 10.5
e 摂取エネルギー提供 6.6 4.1 12.8 12.1
f 食事分析 1.8 ▲ 0.7 3.9 ▲ 0.4




























51， pp. 29-33， 2004． 





24) Tsumura, K., Hayashi, T., Hamada, C., Endo, G., Fujii, S and Okada, K.：Blood pressure 
response after two-step exercise as a powerful predictor of hypertension: Osaka Health Survey, J. 
Hypertens.，Vol. 20,，No. 8， pp. 1507-1512，2002． 
25) Hu, G., Qiao, Q., Silventoinen, K., Eriksson, J. G., Jousilahti, P., Lindström, J., Valle, T. T., 
Nissinen, A. and Tuomilehto, J.：Occupational, commuting, and leisure-time physical activity in 
relation to risk for Type 2 diabetes in middle-aged Finnish men and women, Diabetologia，Vol. 
46， pp. 322-329， 2003． 
42 
 
26) Hu, G.,Barengo, N. C., Tuomilehto, J., Lakka, T. A., Nissinen, A. and Jousilahti, P.： 
Relationship of physical activity and body mass index to the risk of hypertension, Hypertension，





































の 4 つに分類し，各動作に対して定義した METS 値より消費エネルギーを算定する 5)．各コ








実験的に得られた 3 軸加速度センサの合成ベクトル（以下，合成加速度 S と記す）と酸








iiiS zyxi ++=             (4-2) 
 
ただし， 




活動強度を 3 軸の合成加速度の標準偏差(以下，3 軸平均加速度と示す)により算出し，実
験的に得られた 3 軸平均加速度と酸素摂取量の回帰直線から消費エネルギーC(cal/min)を算


















































    (4-8) 
ただし， 
Mr：機械抵抗(N)    
V：速度(m/s)  CD：CD値        
AD：空気密度(kg/m3) 






































































( ) 047584058871 .W.Km.C ××+×=
lWC ×=
2








( ) GWWTr c ×+×= µ
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W.fVOC ×××= 0452               (4-9) 
ここで， 
 
   
    (4-10) 
ただし， 
VO2：最大酸素摂取量基準値(ml/kg/min)  
W：被験者の体重(kg)   

































今回の実験 iphone 3G ±3G 0.018G 100Hz
コンテキスト
推定法
専用機 ±2.5G 0.01G 128Hz
合成
加速度法




EW4800 ±1.98G 0.39G 20Hz
移動距離
換算法
非使用 非使用 非使用 非使用
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クにて行った．被験者は，日常的に自動車を利用する 30 歳代女性（以下,被験者 A と記す）























徒歩 ○ ○ ○ ○
自転車 △ △ △ ○
公共交通 △ △ △ ×



























図 4-1 装着図 
 







被験者A：                         (R2=0.88) 


























WHMets.C ×××= 051              (4-11)  
ただし， 

















図 4-2 METS値と心拍値による消費エネルギーの比較推定 
 
 





して計測した．各被験者の走行ルートは図 4-3の通りである．各ルートを被験者 A は 7 回，
被験者 B は 10 回走行している．対象交通行動を行い，かつ，心拍が安定している期間にお








図 4-4～図 4-6 に各交通手段における消費エネルギーの散布図を示す．加えて，表 4-3
に手法別回帰式，表 4-6に母平均を示す．回帰式について，無相関検定を行い 5%で棄却し
たところ，手法によって相関の有無が分かれた．そこでさらに，回帰直線は，分散分析か














































































































































図 4-6 鉄道利用時の消費エネルギー 
 
 














































交通手段 算定方法 回帰式 R2 F値
コンテキスト推定法 y=0.40x+6.91 0.87 35.97
合成加速度法 y=-1.16x+85.36 0.28 3.14
3軸平均加速度法 y=10.88x-136.30 0.30 12.68
移動距離換算法 y=0.66x+1.90 0.90 1.49
コンテキスト推定法 y=0.15x+9.59 0.09 0.42
合成加速度法 y=-0.09x+12.27 0.01 3.18
3軸平均加速度法 y=-2.79x+48.20 0.33 0.07
移動距離換算法 y=0.02x+11.15 0.04 7.27
コンテキスト推定法 y=2.85x-26.14 0.81 0.00
合成加速度法 y=0.51x+6.53 0.11 2.33
3軸平均加速度法 y=2.11x-20.33 0.77 0.64












































































無相関検定 可 不可 不可 可
母平均検定 不可 不可 不可 不可
分散分析 可 不可 可 不可
無相関検定 不可 不可 不可 不可
母平均検定 可 不可 不可 不可
分散分析 不可 不可 不可 可
無相関検定 可 不可 可 不可
母平均検定 可 不可 不可 不可



































































































































































 第5章 健康MMにおける健康・環境促進効果 
 
本章は，これまでの分析結果を参考に「個人の健康」を動機付けとした社会実験を行い，
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 5.1.1. 実験参加者の特徴 






ると，30 歳代～50 歳代の比率がほぼ同数であり，29 歳未満の参加者が少ないが，こちらも
従業者全体の分布の偏りが大きく影響しており，全従業者に対する参加率は，各年代とも 6
～7%である．図 5-3は，実験参加者の居住地分布である．就業地は，第 3 章の調査と同じ
徳島市郊外である．参加者の居住地は，半数が徳島市内，残り約 4 割が隣接する市となっ
ており，就業地まで公共交通機関等を利用することなく自転車のみで通勤できる参加者が
大多数であった． 図 5-4 に，実験期間中の自転車徒歩通勤実施回数を示す．実験期間中






























図 5-3 居住地内訳 
 























































点で自転車・徒歩通勤を実施していなかった参加者が 46 名(35%)，残りの 24 名(17%)が，
今回初めて自転車・徒歩通勤を実施する参加者であった．ここでは，行動の習慣性に着目
するため，社会実験前から自転車・徒歩通勤を実施している参加者を「日常実施者」，それ
以外の参加者を「施策による手段転換者」と 2 グループに分類すると，日常実施者 48%，
施策による手段転換者 52%とほぼ均等に 2 分化される． 
 
表 5-1 個人属性別自転車徒歩通勤実施回数 
 
 

























図 5-5 日頃の自転車・徒歩通勤実施状況 
 
 
表 5-2 日頃の実施状況分類 
 
 
実験参加者の男女別内訳を，表 5-3，表 5-4 に示す．男女年代別全従業者数に対する男
性の参加率は，日常実施者：2～6%，施策による手段転換者：1～4%であるのに対し，女性
は，日常実施者：0～1%，施策による手段転換者：1～2%となっている．男女の参加率の差
を示す z 値は，日常実施者：z=3.32，施策による転換者：z=2.22 であり，両者とも男性の参
加率が有意に高い． 
また表 5-5 は，通勤距離別に見た参加人数である．日常実施者，施策による手段転換者

































 表 5-3 社会実験登録者（男性） 
 
 
表 5-4 社会実験登録者（女性） 
 
 














29歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上 計
日常実施者 9 21 14 15 59
施策による手段転換者 2 9 26 24 61
日常実施者 6% 4% 2% 2% 3%
施策による手段転換者 1% 2% 4% 4% 3%
人数
参加率
29歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上 計
日常実施者 1 1 0 2 4
施策による手段転換者 2 2 1 4 9
日常実施者 1% 0% 0% 1% 1%
施策による手段転換者 2% 1% 1% 2% 1%
人数
参加率
4km未満 ～8km ～12km ～16km 16km以上
日常実施者 26 20 11 4 2
施策による手段転換者 16 34 14 7 3
日常実施者 7% 2% 1% 1% 1%
















図 5-6 転換交通手段内訳 
 
 







































よる手段転換者の CO2 削減率は，43%となった．両者の差を示す t 値は，t=2.04 であり，日
常実施者の削減率が有意に大きいことが確認できる． 
 











日常実施者 3111.78 2163.26 70%
施策による



















            (5-1c) 
ただし， 
Vlow：自転車・徒歩通勤による CO2 削減量 









 次に，健康促進効果を推計する．推計に当たり， 2 件のコホート研究 11)，12)を適用する(表 
5-7)．両者はいずれも，実験開始時に生活習慣病を発症していない従業者を，自転車・徒歩
等の活動的な通勤をしているグループと自動車等の非活動的な通勤をしているグループに











表 5-7 活動的な通勤時間と生活習慣病発症リスク 
  
 







        
 (5-2a) 
ここで， 










高血圧症発症リスク 1.0(標準) 0.91 0.70

















結果を表 5-9～表 5-13 に示す．平均値については，統計検定の結果 5%有意な差が得られ
た箇所，相関係数については，相関が得られた箇所に網掛けをしている．網掛けされた箇
所は，日常実施者と施策による手段転換者で異なっており，日常実施者は，表 5-9 男女別平
均自転車・徒歩通勤実施回数，表 5-11 就業開始時間別平均自転車・徒歩実施回数，表 5-13
環境や自動車利用に関する意識別平均自転車・徒歩実施回数で，施策による手段転換者は，
表 5-10 年齢別平均自転車・徒歩実施回数，表 5-11 就業開始時間別平均自転車・徒歩実施回
数となっている．これより日常実施者は，女性の平均自転車・徒歩通勤実施回数が，男性




















表 5-9 男女別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
 
表 5-10 年齢別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
 




表 5-12 実験参加目的別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
男性 女性






29歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上
日常実施者 14.65 14.93 14.15 14.08 -0.03
施策による手段転
換者
3.75 12.96 8.25 9.91 0.15
相関係数
平均自転車・徒歩通勤実施回数
8:00以前 8:00 8:30 8:30以降
日常実施者 - 14.31 15.42 19.50 0.20
施策による
手段転換者




地域貢献 14.97 14.29 0.06
健康になれる 14.07 14.59 -0.05
ガソリン代節約 15.28 14.17 0.10
楽しそう 12.13 14.83 -0.19
地域貢献 9.54 9.32 0.02
健康になれる 9.97 9.24 0.10
ガソリン代節約 8.28 9.80 -0.14


























表 5-14 重回帰分析（日常実施者） 
 
はい いいえ




自動車利用を控えることは難しい 13.63 14.75 -0.10
健康に自信がある 12.28 15.23 -0.27




自動車利用を控えることは難しい 8.68 9.79 -0.13








































い，各参加者の通勤距離を現在より 1～5 割減少させ環境・健康効果を推計した結果を図 5-8
に示す．通勤距離が減少するに従い CO2 削減率は，増加の傾向が見られるものの通勤距離
の 1 割減を想定すると，CO2削減率は現在の削減率と比べて 2%，高血圧/2 型糖尿病発症リ









たものと考えられる．今回の調査で，健康に自信があると答えた参加者は，133 名中 29 名
であり，残り 101 名は，自身の健康に関して何らかの不安を持っていることが明らかとな



























/2 型糖尿病発症リスクは共に 1%の増加，健康に対する自信の変更に関しても，CO2 削減率


























































通勤距離に関して，日常実施者と同様に通勤距離を 1 割から 5 割減少させたときの環境・
健康効果を推計した結果を，図 5-9 に示す．施策による手段転換者についても通勤距離が
減少するに従い CO2 削減率は，増加の傾向が見られるものの通勤距離の 1 割減を想定する
と，CO2減少率は現在の削減率と比べて 1%，高血圧/2 型糖尿病発症リスク削減率は，0.3%





























施策導入前 0.70 0.19 0.18
環境に関心がある 0.73 0.20 0.19
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